
 

万博国際交流プログラム 企画運営業務委託公募型プロポーザル方式実施要領 新旧対照表 

1 回目実施 2 回目実施 

３．参加資格 

（1）省略 

（2）令和 6 年度豊中市入札参加資格を有すること。 

（3）市から豊中市入札参加停止基準（平成 7 年 6 月 1 日制定）に基づ

く入札参加停止措置を受けていないこと。 

（4）市から豊中市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成 24 年 2

月 1 日制定）に基づく入札参加除外措置を受けていないこと。 

（5）会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17 年法

律第 87 号）第 64 条による改正前の商法（明治 32 年法律第 48 号）第

381 条第 1 項（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

107 条の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の

規定による会社の整理の開始を命ぜられていない者であること。 

（6）平成 12 年 3 月 31 日以前に民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

附則第 2 条による廃止前の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条

第 1 項の規定による和議開始の申立てをしていない者であること。 

（7）平成 12 年 4 月 1 日以後に民事再生法第 21 条第 1 項又は第 2 項の

規定による再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされ

ていない者であること。ただし、同法第 33 条第 1 項の再生手続開始

の決定を受けた者が、その者に係る同法第 174 条第 1 項の再生計画認

可の決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなか

った者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

（8）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第 1 項又は第 2 項

の規定による更生手続開始の申立て（同法附則第 2 条の規定によりな

３．参加資格 

（1）省略 

（2）令和 6 年度豊中市入札参加資格を有すること。 削除 

（2）市から豊中市入札参加停止基準（平成 7 年 6 月 1 日制定）に基づ

く入札参加停止措置を受けていないこと。 

（3）市から豊中市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成 24 年 2

月 1 日制定）に基づく入札参加除外措置を受けていないこと。 

（4）会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17 年法

律第 87 号）第 64 条による改正前の商法（明治 32 年法律第 48 号）第

381 条第 1 項（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

107 条の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の

規定による会社の整理の開始を命ぜられていない者であること。 

（5）平成 12 年 3 月 31 日以前に民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

附則第 2 条による廃止前の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条

第 1 項の規定による和議開始の申立てをしていない者であること。 

（6）平成 12 年 4 月 1 日以後に民事再生法第 21 条第 1 項又は第 2 項の

規定による再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされ

ていない者であること。ただし、同法第 33 条第 1 項の再生手続開始

の決定を受けた者が、その者に係る同法第 174 条第 1 項の再生計画認

可の決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなか

った者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

（7）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第 1 項又は第 2 項

の規定による更生手続開始の申立て（同法附則第 2 条の規定によりな



 

1 回目実施 2 回目実施 

お従前の例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。）

に係る同法による改正前の会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号。以

下「旧法」という。）第 30 条第 1 項又は第 2 項の規定による更生手続

開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をして

いない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。

ただし、会社更生法第 41 条第 1 項の更生手続開始の決定（旧更生事

件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者につい

ては、その者に係る会社更生法第 199 条第 1 項の更生計画の認可の決

定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画の認可の決定を含む。）が

あった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更

生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。 

（9）過去 5 年の間に、本業務と同様の企画運営業務を請け負うとともに

完了した実績があること。 

お従前の例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。）

に係る同法による改正前の会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号。以

下「旧法」という。）第 30 条第 1 項又は第 2 項の規定による更生手続

開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をして

いない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。

ただし、会社更生法第 41 条第 1 項の更生手続開始の決定（旧更生事

件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者につい

ては、その者に係る会社更生法第 199 条第 1 項の更生計画の認可の決

定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画の認可の決定を含む。）が

あった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更

生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。 

（8）過去 5 年の間に、本業務と同様の企画運営業務を請け負うとともに

完了した実績があること。 

１２．契約の締結 

（1）省略 

（2）省略 

（3）省略 

１２．契約の締結 

（1）省略 

（2）省略 

（3）省略 

（4）契約を締結する提案者が、応募書類提出時点で豊中市の入札参加資格

登録業者でない場合、当該提案者は、契約締結前に豊中市財務規則第 90 条

の 4第 1項に規定する書類を提出し、同資格の認定を受けるものとする。 

 
 

令和 7年（2025年）2月 26日 

 

 

 


